
○令和２年度保育所指導監査文書指摘内容

番号 文書指摘の内容 根拠法令 指摘施設数

1 保育士として採用する場合は、保育士証を確認すること。 児童福祉法第１８条の１８ 1

2
全施設職員に対して、人権擁護に関する研修を実施する
こと。

和歌山県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準
を定める条例第４条 2

3
延長保育を実施するにあたっては、児童を保育する区域
において、児童１人あたりの面積基準を満たすこと。

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第３２条 1

4 非常災害に係る避難訓練を毎月実施すること。
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第６条第
２項 3

5 消火訓練を毎月実施すること。
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第６条第
２項 4

6
１歳児及び２歳児に係る短期的な指導計画を作成するこ
と。

保育所保育指針解説第１章３（２）ア 1

7 施設の見やすい場所に重要事項を掲示すること。
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに
特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準第
２３条

2

8
特定教育・保育の提供の開始に際しては、利用申込者に
対し、重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当
該提供の開始について利用申込者の同意を得ること。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに
特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準第
５条第１項

1

9
苦情を受け付けた場合には、苦情の内容等を記録するこ
と。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに
特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準第
３０条第２項

1



○令和２年度幼保連携型認定こども園指導監査文書指摘内容

番号 文書指摘の内容 根拠法令 指摘施設数

1 法令遵守責任者を選任し、市町村長等に届け出ること。
子ども・子育て支援法第55条
子ども・子育て支援法施行規則第45条、第46条 1

2
運営規定の概要、職員の勤務体制、利用者負担その他
の重要事項を施設の見やすい場所に掲示すること。

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに
特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準第
23条

4

3
保育教諭として職員配置する際には、幼稚園教諭免許の
更新又は、保育士登録を行うこと。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律第15条第1項 1

4
就業規則、給与規程、旅費規程等を職員に明示するこ
と。

労働基準法第15条 1

5 全体的な計画を作成すること。
幼保連携型認定こども園教育・保育要領第1章第2節
の1 1

6 ０、１歳児の短期指導計画を作成すること 幼保連携型認定こども園教育・保育要領第1章第2 1

7
配慮が必要な園児に対し、個別の指導計画を作成するこ
と。

幼保連携型認定こども園教育・保育要領第1章第2節
の3 1

8 苦情受付記録簿を作成すること。
特定教育保育施設及び特定地域型保育事業並びに特
定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準第３
０条

4

9
幼保連携型認定こども園における教育及び保育並びに
子育て支援事業の状況その他の運営の状況について、
自ら評価を行い、その結果を公表すること。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律第23条
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する律施行規則第23条第1項

2

10
検食は園児の摂食開始時間の３０分前までに行い、異常
があった場合には、給食を中止すること。

学校給食衛生管理基準 3

11
毎学年定期的に学校環境衛生基準に基づいた環境衛生
検査を実施すること

学校保健安全法第6条 3

12
人権擁護推進員、災害対策推進員及び安全管理対策推
進員を事務分担表等に明記すること。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律施行条例第3条 3

13
全施設職員に対して、人権擁護に関する研修を実施する
こと。

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律施行条例第3条 1


